
Ⅰ．公共下水道

　　Ⅰ. 公共下水道

１．供用開始人口と水洗化人口

　供用開始人口とは、周辺の公共下水道整備が終了し公共下水道の利用が可能に
なった人口を指します。
　水洗化人口とは公共下水道を実際に使用している人口を指します。

供用開始人口、水洗化人口

31,909

37,713

39,911

41,504
43,040

44,182 44,368

30,217

35,586

33,041

24,262

25,901

27,914

30,484

32,473

34,620
35,705

36,616

38,184

39,064

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

9 10 11 12 13 14 15 16 17 18
年度

人

供用開始人口

水洗化人口

1



Ⅰ．公共下水道

２．普及率と水洗化率

　普及率とは蓮田市の全体人口に対する供用開始人口（下水道を利用可能になっ

た人口）の割合であり、平成３年度から着実に伸び、平成１４年度末には６０％

を超え、平成１８度末では、６９．３％になっています。

　水洗化率とは供用開始人口に対する水洗化人口（実際に下水道を使用している

人口）の割合であり、下水道を利用できる人のうち約８８％が利用していること

になります。

　なお、毎年度末に供用開始人口が増加することにより水洗化率は計算上、一時

的に低下することになりますが､水洗化の促進をすることにより翌年に向けて水

洗化率は上昇していくことになります。

普及率、水洗化率
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Ⅰ．公共下水道

３．事業費及び財源内訳

　下水道事業費は平成18年度で1億2千2百万円を投資しており、莫大な費用をか

けて公共下水道を整備しています。

　財源は、受益者負担金や一般会計からの歳入等もありますが、大きな部分は地

方債であり平成18年度には9千2百万円の地方債を借りています。今後も下水道事

業を進めていくうえで、事業費の大きな部分を地方債に依存していくことになる

と思われますが、地方債によって世代間較差を平準化することになります｡

事　業　費　の　内　訳
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Ⅰ．公共下水道

４．起債の借入額

　下水道事業の財源で大きな割合を占めているのが地方債になります。平成15年

度では4億4千万円、平成16年度では4億3千万円、平成17年度では1億1千万円にな

り、平成18年度では9千2百万円の金額を借り入れています。

起債借入額
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Ⅰ．公共下水道

５．償還元金及び償還利子

　「４．起債借入額」に対する年度毎の償還額です。
　償還金額は年々増加しており、平成16年度は7億8千万円、平成17年度は7億9千
万円、平成18年度は8億強と１年間で1千万円以上、増加しております。
　なお、元利償還は平成20年度がピークとなる見込みです。

償還元金、利子
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Ⅰ．公共下水道

６．公共下水道使用料収入

　公共下水道に接続すると公共下水道使用料がかかります。平成3年度に供用開

始されてから水洗化件数の伸びに比例して公共下水道使用料も着実に伸びており

ます。

　平成18年度においては、約4億7千万円を超え貴重な財源となっております。今

後も水洗化人口の向上に伴い公共下水道使用料収入も増加します。

使用料収入額、有収水量
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Ⅰ．公共下水道

７．下水道事業受益者負担金収入額

　都市計画法第75条に基づき、下水道整備が終了した周辺の土地に下水道事業受

益者負担金をお願いして下水道事業費の一部に充てています。

　受益者負担金の歳入金額は前年度の下水道整備面積に対応するもので前年度の

整備状況によって毎年度異なります｡

受益者負担金収入額
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Ⅰ．公共下水道

８．一般会計繰入金

　公共下水道事業に係る地方債借入れに伴う元利償還及び人件費等に充てるた
め、一般会計より繰入しています。

一般会計繰入金
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Ⅰ．公共下水道

９．中川流域下水道維持管理費負担金

　中川流域下水道の維持管理（中川水循環センター）に要する費用として汚水量
に対し１m3あたり37円を負担しています。

中川流域下水道維持管理費負担金（１㎥あたり37円）・対象汚水量
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Ⅰ．公共下水道

10．中川流域下水道建設費負担金 中川流域　１0市５町

　中川流域下水道の建設（中川水循環センター）に要する費用として国庫補助事
業及び県単独事業の市負担割合3.18%を乗じた額を負担しています。

中川流域下水道建設費負担金
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Ⅰ．公共下水道

11．下水道事業特別会計決算額

下水道事業特別会計決算額
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Ⅰ．公共下水道

12．下水道管の敷設延長

下水道管の敷設延長
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Ⅰ．公共下水道

蓮田市公共下水道の歴史

１９００年（明治３３年３月７日法律第３２号）旧下水道法制定

１９５８年（昭和３３年４月２４日）　新下水道法制定

１９６３年（昭和３８年）　第一次下水道整備五ヵ年計画策定

１９７０年（昭和４５年）　下水道法大幅改正

２０００年（平成１２年）　下水道法制定１００周年

昭和３９年　　３月１７日　蓮田都市計画下水道事業（都市下水路）都市計画決定

　　４８．　　３．２９　　中川流域下水道事業都市計画決定

　　　　　　　　　　　　　公共下水道基本計画策定

　　５２．　　４．　１　　建設部下水道課新設　　

　　５３．　　１．　５　　蓮田都市計画下水道の変更

　　５３．　１０．２４　　蓮田都市計画下水道事業認可（工事着手）　　　

　　５８．　　４．　１　　中川終末処理場供用開始

　　５９．　１１．２８　　蓮田市下水道審議会の発足

　　６３．　１２．２３　　受益者負担金条例の制定

平成　２．　　３．２６　　蓮田市下水道条例の制定

　　　２．　１２．２１　　蓮田市公共下水道使用料条例の制定

　　　３．　　３．２８　　蓮田市公共下水道通水式

　　　３．　　４．　１　　蓮田市公共下水道　供用開始

　　　６．　　８．　５　　蓮田都市計画下水道事業認可の変更（特定環境保全公共

　　　　　　　　　　　　　下水道の開始）

　　　９．　　３．２８　　特定環境保全公共下水道供用開始

　　　９．　　４．　１　　下水道使用料に消費税転嫁

　　　９．　　７．２２　　蓮田都市計画下水道の変更

　　　　　　　　　　　　　（汚水７３４ｈａ、雨水４９８ｈａ）

　　１３．　　６．２９　　蓮田都市計画下水道事業計画の変更

　　　　　　　　　　　　　（汚水８０５ｈａ、雨水５４３ｈａ）

　　１７．　　１．　４　　蓮田都市計画下水道事業計画の変更

　　　　　　　　　　　　　（事業施行機関１ヵ年延伸：Ｈ１９．３．３１まで）

　　１９．　　１．２６　　蓮田都市計画下水道事業計画の変更

　　　　　　　　　　　　　（事業施行機関４ヵ年延伸：Ｈ２３．３．３１まで）
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